
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録

開催日時：令和５年６月２日（金） ８：１６～８：２９ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

松 本 剛 明 国務大臣（総務大臣） 

齋 藤 健 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

永 岡 桂 子 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 村 哲 郎 国務大臣（農林水産大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

西 村 明 宏 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

河 野 太 郎 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

渡 辺 博 道 国務大臣（復興大臣） 

谷 公 一 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

小 倉 將 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

岡 田 直 樹 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：浜 田 靖 一 国務大臣（防衛大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      １件 

○国会提出案件    ７件 

○公布（法律）    ６件 

○政令        ３件 

○人事        １件 

いずれも、案件表のとおり、決定となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。

まず、閣議案件について、木原副長官から御説明申し上げます。 

○木原内閣官房副長官：国会提出案件について、申し上げます。まず、「水産白書」及

び「ものづくり白書」について、御決定をお願いいたします。後程、「水産白書」に

つきましては、農林水産大臣から、「ものづくり白書」につきましては、経済産業大

臣から、御発言があります。

次に、質問主意書に対する答弁書５件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。

次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「国立健康危機管理研究

機構法」外４件が、５月３１日の参議院本会議において、可決成立したものであり

ます。

次に、政令３件について、御決定をお願いいたします。「中小企業信用保険法施行

令等の一部改正令」は、中小企業信用保険等の対象業種に、クレジットカード業等

を追加するものであります。

次に、「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令の一部改正令」

は、公害防止管理者試験等の受験手数料の額を改定するものであります。

次に、「道路整備特別措置法施行令の一部改正令」は、道路整備特別措置法等の一

部改正法の一部の施行に伴い、条項ずれの処理を行うものであります。

次に、人事案件について、申し上げます。吉田善一外１８３名の叙位又は叙勲に

ついて、御決定をお願いいたします。

次に、件名外案件について、申し上げます。「日・シンガポール防衛装備品・技術

移転協定」に署名することについて、御決定をお願いいたします。本件は、両国間

における防衛装備品の移転手続等について、取り極めるものであります。なお、相

手国政府との署名まで不公表といたしたいので、御了承をお願いいたします。

次に、準備のための案件といたしまして、法律の公布について、あらかじめ御決

定をお願いいたします。本件は、当該法律の成立を条件に、決定するもので、それ

までの間不公表扱いとなりますので、御了承をお願いいたします。「令和５年３月予

備費使用及び令和５年度予算に係る子育て関連給付金に係る差押禁止等に関する

法律」は、近く参議院本会議において、可決成立する予定であります。

○松野国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、農林水産大臣。

○野村国務大臣：令和４年度水産白書におきましては、特集として、我が国水産業の

食料安全保障を取り上げ、ロシアによるウクライナ侵略など国際情勢の影響を受け

た水産物輸入の動向や、燃油等生産資材の高騰と対応、加工原料の転換等食料安全

保障の強化に資する構造転換対策等について記述しております。そのほか、我が国

水産業をめぐる動きや、水産物の安定供給と水産業の健全な発展を図るために講じ

ている各般の施策について解説しております。白書の作成に当たり、関係府省に御

協力いただいたことに対し、感謝申し上げます。

○松野国務大臣：次に、経済産業大臣。
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○西村（康）国務大臣：この度、文部科学省、厚生労働省と経済産業省が共同して、

令和４年度「ものづくり基盤技術の振興施策」、いわゆる「ものづくり白書」を取り

まとめました。本白書では、我が国製造業の業況や投資動向、就業動向といったデ

ータをまとめるとともに、サプライチェーンの強靭化やＤＸ、脱炭素への対応とい

った、今後我が国製造業の競争力の維持・強化に向けて、特に重要となるテーマに

関する課題や政府の取組等を整理しています。今後とも、ものづくり産業の振興に

取り組んでまいります。関係各省におかれても、引き続き、御協力をお願いいたし

ます。

○松野国務大臣：次に、環境大臣。

○西村（明）国務大臣：中間貯蔵・環境安全事業株式会社の代表権を有する社長につ

きまして、６月２２日に開催される取締役会において、鎌形浩史を選定する決議が

なされる予定ですが、その決議を認可いたしたいので、御了解願います。

○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。

御発言はございますか。

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。

3



令和５年 

６月２日 

◎ 国 会提 出案件

○ 「 令 和 ４年度 水 産の 動 向」 及 び「 令 和５ 年 度水 産

施 策 」 につ いて （ 決定 ）     （ 農 林水 産 省）

〃 ○ 「 令和 ４ 年度 も のづ く り基 盤 技術 の 振興 施 策」 に

つ い て （決 定）

（ 経 済 産 業・文 部 科学 ・ 厚生 労 働省 ） 

1. 衆 議 院議 員 鈴木 庸 介（ 立 憲） 提 出高 度 外国 人

材 の 受 入 れに関 す る質 問 に対 す る答 弁 書に つ

い て （ 決 定）          （ 法 務省 ）

〃 ○ 1. 衆 議 院議 員 井坂 信 彦（ 立 憲） 提 出学 級 運営 が

難 し く な った教 室 に防 犯 カメ ラ を設 置 する こ

と に 関 す る質問 に 対す る 答弁 書 につ い て

（ 決 定 ）          （ 文部 科 学省 ）

1. 参 議 院議 員 神谷 宗 幣（ 無 所属 ） 提出 我 が国 の

防 衛 技 術 開発を 忌 避す る 日本 学 術会 議 が中 国

の 軍 事 技 術開発 を 担う 国 防７ 校 と我 が 国の 大

学 機 関 と の共同 研 究等 の 提携 を 不問 に して い

る 矛 盾 に 関する 質 問に 対 する 答 弁書 に つい て

（ 決 定 ）             （ 同上 ）

1. 参 議 院議 員 松沢 成 文（ 維 新） 提 出大 麻 由来 成

分 「 Ｃ Ｂ Ｄ」の 違 法な 流 通実 態 に関 す る質 問

に 対 す る 答弁書 に つい て （決 定 ）

（ 厚 生 労働 省） 

1. 衆 議 院議 員 早稲 田 ゆき （ 立憲 ） 提出 国 民の 利

便 性 の 向 上のた め の行 政 サー ビ スの Ｄ Ｘに 関

す る 第 ３ 回質問 に 対す る 答弁 書 につ い て

（ 決 定 ）          （ 国土 交 通省 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り
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◎ 公 布（ 法律） 

     1. 国 立 健康 危 機管 理 研究 機 構法 （ 決定 ） 

☆  1. 国 立 健康 危 機管 理 研究 機 構法 の 施行 に 伴う 関 

係 法 律 の 整備に 関 する 法 律（ 決 定） 

1. 孤 独 ・孤 立対 策 推進 法 （決 定 ） 

1. 道 路 整備 特別 措 置法 及 び独 立 行政 法 人日 本 高 

速 道 路 保 有・債 務 返済 機 構法 の 一部 を 改正 す 

る 法 律 （ 決定） 

1. 脱 炭 素社 会の 実 現に 向 けた 電 気供 給 体制 の 確 

立 を 図 る ための 電 気事 業 法等 の 一部 を 改正 す 

る 法 律 （ 決定） 

 

◎ 政  令 

   ○ 中小企 業 信用 保 険法 施 行令 及 び株 式 会社 日 本政 策 

金 融 公 庫法 施行 令 の一 部 を改 正 する 政 令（ 決 定） 

（ 経 済産 業 ・財 務 省） 

 〃  ○ 特定工 場 にお け る公 害 防止 組 織の 整 備に 関 する 法 

律 施 行 令の 一部 を 改正 す る政 令 （決 定 ） 

（ 経 済産 業 ・環 境 省） 

 〃  ○ 道路整 備 特別 措 置法 施 行令 の 一部 を 改正 す る政 令 

（ 決 定 ）            （ 国 土交 通 省） 

 

         ◎ 人  事 

☆ 京 都 大学 名誉 教 授吉 田 善一 外 １８ ３ 名の 叙 位又 は 

叙 勲 に つい て（ 決 定） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

資 料  
あ り  

資 料
な し  

 

資 料  
あ り  
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令和５年 

６月２日 

 

◎ 一 般案 件 

   ○ 防 衛装 備 品及 び 技術 の 移転 に 関す る 日本 国 政府 と 

シ ン ガ ポー ル共 和 国政 府 との 間 の協 定 の署 名 につ 

い て （ 決定 ）            （外 務 省） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 金 ）   件 名 外 案 件 

資 料  
な し  
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                 令和５年 

６月２日 

 

◎ 公 布（ 法律） 

☆ 令 和 ５年 ３月 予 備費 使 用及 び 令和 ５ 年度 予 算に 係 

る 子 育 て関 連給 付 金に 係 る差 押 禁止 等 に関 す る法 

律 （ 決 定） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

 

 

資 料  
な し  

（ 金 ）   準 備 の た め 
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